
事 務 連 絡  

令 和 ５ 年 11 月 ７ 日 

 

各都道府県民生主管部（局） 

児童手当主管課（部） 御中 

 

 

こ ど も 家 庭 庁 成 育 局   

成育環境課児童手当管理室   

 

 

 「デフレ完全脱却のための総合経済対策」を踏まえた令和６年度の 

児童手当の見直しに向けた事務体制の準備について（依頼） 

 

児童手当に係る事務につきまして、常日頃より御尽力賜り、厚く御礼申し上げます。 

令和５年 10 月 19 日付け事務連絡（別添１）においてお示ししたとおり、児童手当の大幅

な拡充の円滑な実施に向け、各市区町村における事務体制の準備を進めていただくよう御依

頼したところです。 

令和５年 11 月２日に閣議決定された「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（別添２）

において、「2024 年 10 月の施行を予定している児童手当の抜本的拡充について、児童手当

の支払月を年３回から隔月の年６回とする法改正を併せて行い、拡充後の初回支給を 2025

年２月から 2024 年 12 月に前倒す」こととされました。 

この見直しについても、今後、こども家庭庁において具体的な実務を検討し、速やかに情

報提供したいと考えておりますが、まずは現時点の方針及び留意事項を下記にとりまとめま

したので、各市区町村におかれましては、内容について御留意の上、引き続きベンダとの連

携をはじめ事務体制の準備を進めていただきますようお願いいたします。 

 また、各都道府県におかれては、上記の趣旨について、管内市区町村に御周知いただく

とともに、先般お示ししたとおり、今後、各市区町村の対応状況を確認させていただくこ

とを考えておりますので、引き続き御配慮の程よろしくお願いいたします。 

 なお、本事務連絡の３．については、デジタル庁・総務省とも協議済みである旨を申し

添えます。 

 

記 

 

１．「こども未来戦略方針」における児童手当の抜本的拡充及び「デフレ完全脱却のための

総合経済対策」に基づく児童手当の支払月の見直しの方針を踏まえ、拡充後の児童手当

の初回の支払は、令和６年 12 月（同年 10 月・11 月分）となります。このため、今般の

抜本的拡充により新たに受給資格が生じる者（高校生年代の児童のみを養育する者な

ど）からの申請受付及び審査に要する期間を踏まえた上で、システム改修等の準備を行

う必要がありますので、ご留意願います。 

 



２．今般の児童手当の抜本的拡充に当たっては、その円滑な実施に向けて、過去の児童手

当法の改正と同様の財政的支援を行うことを検討しております。 

  ついては、各市区町村におかれては、必要な手続等の準備をあらかじめ進めていただ

きますようお願いいたします。 

 

３．各市区町村におかれては、令和７年度までに対応することとされているシステム標準

化に向けた作業を行っている中、今般の児童手当の抜本的拡充に伴うシステム改修は令

和６年 10 月までに行っていただく必要があることから、上記２における財政的支援も考

慮しつつ、ベンダとの連携・調整を遅滞なく進められるよう、その着手に努めていただ

きますようお願いいたします。 

  併せて、令和６年 10 月からの児童手当の抜本的拡充の実施に向けた対応のみならず、

システム標準化に伴う児童手当システムの改修もあることから、当庁としても速やかに

児童手当システムの標準仕様書の改定を進めるなど、システム標準化に向けて各市区町

村が遅滞なく取り組めるよう、各自治体の御意見をお伺いしつつ、デジタル庁とも連携

して支援を行ってまいりますので、引き続き御協力の程よろしくお願いいたします。 

 

（以上） 

  



（別添１）10 月 19 日付事務連絡 

 事 務 連 絡 

令和５年 10 月 19 日 

 

各都道府県民生主管部（局） 

児童手当主管課（部） 御中 

 

 

こ ど も 家 庭 庁 成 育 局   

成育環境課児童手当管理室   

 

 

 令和６年度の児童手当の見直しに向けた事務体制の準備について（依頼） 

 

 

児童手当に係る事務につきまして、常日頃より御尽力賜り、厚く御礼申し上げます。 

「こども未来戦略方針」（令和５年６月 13 日閣議決定）においては、別紙のとおり児童手

当の大幅な拡充を実施することとしております。 

この拡充については令和６年 10 月分から実施することを想定し、こども家庭庁において

具体的な実務の検討を行っており、今後、実務の詳細を案としてとりまとめて地方自治体へ

情報提供しつつ、所要の法案提出等を行ってまいります。 

この場合、遅くとも令和６年 10 月には見直し内容に係る申請受付が必要になると考えら

れ、令和４年度の制度改正と比べても、準備を効率的に実施する必要があると考えられます

が、システム標準化の取組み等のために、ベンダにおいても対応のためのリソースが限られ

ている状況でもあります。 

こうした状況も踏まえ、見直し内容の円滑な実施に向け、各市区町村におかれましては大

変お手数をおかけいたしますが、 

① 児童手当の見直しに係るシステム改修に向けた対応への着手の検討 

② 児童手当システムの標準化に係る対応より今般の見直しに係る対応を優先いただく等

のためのベンダとの連携 

等、事務体制の準備を進めていただきますよう、よろしくお願いします。 

 こども家庭庁における検討状況等につきましては、今後も随時、情報提供させていただき

ます。 

 各都道府県におかれましては、上記の趣旨について、管内市区町村に御周知いただくと

ともに、今後、各市区町村の対応状況を確認させていただくことを考えておりますので、

ご配慮の程よろしくお願いいたします。 

  



（別紙）こども未来戦略方針（令和５年６月 13 日閣議決定）（抄） 

 

 

 

  



（別添２）デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年 11 月２日閣議決定（抜粋） 

 

６．包摂社会の実現 

 

（１）こどもが健やかに成長できる環境整備を通じた少子化対策の推進 
 

  「こども未来戦略方針 75」に基づくこども・子育て支援をスピード感をもって実

行する。 

   

  2024 年 10 月の施行を予定している児童手当の抜本的拡充について、児童手当の

支払月を年３回から隔月の年６回とする法改正を併せて行い、拡充後の初回支給を

2025 年２月から 2024 年 12 月に前倒す。 

 

 


